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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第18期

第２四半期連結
累計期間

第19期
第２四半期連結
累計期間

第18期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

営業収入 （百万円） 39,281 40,210 78,932

経常利益 （百万円） 3,355 4,107 6,966

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 1,906 2,713 4,352

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,021 2,805 4,525

純資産額 （百万円） 27,096 31,101 29,600

総資産額 （百万円） 57,645 59,306 59,106

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 94.93 135.13 216.73

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.7 50.8 48.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,668 3,044 6,269

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 496 △212 1,073

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △3,178 △2,076 △4,753

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 10,849 14,206 13,451

 

回次
第18期

第２四半期連結
会計期間

第19期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 53.44 70.30

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収入には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。第１四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社ジャパンケアサービスが、同じ

く連結子会社であった株式会社ジャパンケアドリームを、平成27年４月１日に吸収合併しました。

　その結果、連結子会社が１社減少し、連結子会社は10社となっております。
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［事業系統図］

　異動後の事業系統図は次のとおりであります。

①介護サービスの提供など（特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護、サービス付き高齢者向け

住宅等）

 ②食事サービスの提供

 ③介護用品販売

 ④施設運営ノウハウの提供

 ⑤介護技術の研究・開発・指導、出版

 ⑥コンピューター機器及びソフトウエアの販売並びにメンテナンスサポート等

 ⑦介護サービスの提供など（訪問介護、通所介護、小規模多機能型居宅介護等）

 ☆連結子会社
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

　当社は、当社の子会社である積和サポートシステム株式会社が運営する施設「Ｓアミーユ川崎幸町」で、昨年、２

か月の間に３名の入居者様がベランダから転落され死亡されたこと、及び今年にはいって入居者様に対する虐待等が

発生したことにより、多くのマスメディアに報道されました。「Ｓアミーユ川崎幸町」においては、これらの事案に

対して、行政から監査・実地指導をうけており、近々何らかの行政処分が行われる見込みとなっております。

　また、当社が運営する施設「アミーユ豊中穂積」で、当該施設の従業員が入居者に対して虐待を行ったこと及び虐

待を適切に防止するための処置が不十分であったこと等について、豊中市から同施設に対し６か月の新規受入停止の

行政処分を受けております。

　当社グループは、これまで報道のあった一連の件について、大変重く受け止めており、当社グループの施設運営に

問題がなかったかを検証してまいりました。当社グループは、このような問題を二度と起こさないようにするため

に、かかる調査にあたり、専門的及び客観的な見地から、各施設の運営状況及び業務管理体制、経営陣によるコーポ

レートガバナンス体制の構築等の問題点の把握、当該問題の発生原因の徹底究明、再発防止策の検討等が必要である

と判断し、株式会社メッセージ第三者調査委員会（以下「第三者委員会」といいます。）を設置し、現在調査中であ

ります。

　現時点では、平成27年12月上旬を目処に、第三者委員会による調査結果を公表する予定です。

　また、当社グループは、今回の一連の報道の件により、レピュテーションリスクを再認識いたしましたので、第三

者委員会の調査結果を受けて、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、見直し検討を行う

予定です。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済については、好調な企業収益により設備投資は回復しております

が、実質賃金の伸び悩みなどから個人消費は弱めの動きになるなど、景気は足踏みの状況となっております。

　当社グループを取り巻く環境につきましては、わが国の高齢化率（65歳以上が総人口に占める割合）が年々上昇し

ており、介護保険制度開始時の平成12年には3.6兆円であった介護給付費が平成26年には10兆円に増加し、平成37年

には20兆円を超えることが見込まれており、その需要は増加し続けております。また、平成27年４月に実施された介

護保険制度改正において、全体の改定率はマイナス2.27％となりました。これは介護職員の処遇改善加算分のプラス

1.65％及び認知症・中重度者への対応分のプラス0.56％を含んだ数字であり、実質的には全体でマイナス4.48％もの

大幅な介護報酬引き下げが行われました。一方で平成37年には介護職員が250万人必要との試算もあり、現状よりも

約80万人の就業者確保が必要となります。今後事業者は、生産性を向上して、コストの削減とサービスの充実を同時

に達成することが必要となってくると思われます。

　このような状況のもと、当社グループにおいては、介護付有料老人ホーム（アミーユ等）は、平成27年９月末時点

での入居率は95.8％（前年同期比0.5%減）、サービス付き高齢者向け住宅（Ｃアミーユ）も、計画通りに開設をして

おり、平成27年９月末時点での入居率は88.5％（前年同期比3.6％増）（開設後１年を経過した既存物件では

89.8％）となっております。

　また、㈱ジャパンケアサービスを中心とした地域包括ケア事業においても、当社グループ全体における経営資源を

生かした運営が効果を発揮しつつあります。今後も「自分が望む場所（住まい）で、その人らしい暮らしが継続され

るように、地域包括ケア事業に注力してまいります。

　当第２四半期連結会計期間末において、「アミーユ等」の施設数は、直営162施設、ＦＣ24施設、合計186施設、総

入居定員は9,880名、「Ｃアミーユ」の棟数は合計121棟、総入居定員7,115名となっております。また、当第２四半

期連結会計期間末の「地域包括ケア事業」の事業所数は、訪問介護272、居宅介護支援205、通所介護49、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護61、夜間対応型訪問介護42、訪問入浴23、小規模多機能型居宅介護24、その他含む合計716

か所となっております。
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　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の営業収入は40,210百万円（前年同期比2.4％増）、営業利益は4,308百万

円（同22.3％増）、経常利益は4,107百万円（同22.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,713百万円（同

42.3％増）となりました。

 

① アミーユ事業

　既存施設の入居率が競争激化により伸び悩んだこと、介護報酬改定による保険収入の減少、及び職員採用のために

資格保有者の賃金を上げたことによる労務費の増加等により、当第２四半期連結累計期間において、営業収入は

18,034百万円（前年同期比1.7％減）、セグメント利益は1,828百万円（同30.2％減）となりました。

② 地域包括ケア事業

　当第２四半期連結累計期間において、４棟の「Ｃアミーユ」を新たに開設し、既存物件の入居率が引き続き好調で

ありました。また、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の営業収入が増加したことにより、営業収入は19,938百

万円（同5.5％増）、セグメント利益は1,436百万円（前年同期は85百万円の損失）となりました。

③ 給食事業

　当第２四半期連結累計期間において、４棟の「Ｃアミーユ」を新たに開設し、入居者数が増加し食事の利用者数が

増加したこと等により、営業収入は3,453百万円（前年同期比9.3％増）、セグメント利益は783百万円（同2.8％増）

となりました。

④ その他

　当第２四半期連結累計期間において、主に介護用品、施設備品の販売が減少したこと、人件費の減少等により、営

業収入は1,304百万円（前年同期比2.5％減）、セグメント利益は249百万円（同14.5％増）となりました。

 

（2）財政状態に関する説明

　① 資産

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は27,488百万円となり、前連結会計年度末に比べ952百万円増加い

たしました。これは主に現金及び預金が765百万円増加したことによるものであります。固定資産は、31,812百万円

となり、前連結会計年度末に比べ751百万円減少いたしました。この結果、総資産は59,306百万円となり、前連結会

計年度末に比べ199百万円増加いたしました。

　② 負債

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は、12,498百万円となり、前連結会計年度末に比べ554百万円増加

いたしました。これは主に短期借入金が1,047百万円増加したこと及び未払法人税等が130百万円減少したこと等によ

るものであります。固定負債は、15,706百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,855百万円減少いたしました。こ

れは主に長期借入金が1,627百万円減少したこと等によるものであります。この結果、負債合計は28,204百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ1,301百万円減少いたしました。

　③ 純資産

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は31,101百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,500百万円増

加いたしました。この結果、自己資本比率は50.8％（前連結会計年度末は48.6％）となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

755百万円増加し、14,206百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と

それらの要因は次の通りであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は3,044百万円（前年同期比14.1％増）となりました。これは主に税金等調整前四半

期純利益が4,129百万円（同21.3％増）となったこと及び法人税等の支払額が1,462百万円（同26.7％減）となったこ

と等によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は212百万円（前年同期は496百万円の獲得）となりました。これは主に有形固定資産

の取得に171百万円（同22.7％増）支出したこと等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は2,076百万円（前年同期比34.7％減）となりました。これは主に配当金の支払額が

1,304百万円（同22.6％増）となったこと、長期借入金の返済に379百万円（同39.4％減）支出したこと等によるもの

であります。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりでありま

す。

当社グループは、当社グループの施設で発生した虐待等一連の報道の件について、行政から、業務管理体制、経営

陣によるコーポレートガバナンス体制の問題等を指摘されております。虐待の再発防止に向けた喫緊の取り組みとし

て、新人職員も含めた介護職員全員への高齢者介護に関する研修の充実、認知症などを患っておられる入居者様への

ケアの方法について本社へ現場支援のための対策チームの設置、及び既存の社内の公益通報ルートのみでなく、外部

専門家への通報ルートを新設し、現場で問題となっていることに対する通報ルートを複数化する等の対策を10月より

整備いたしました。行政から指摘を受けております業務管理体制の整備及びコーポレートガバナンス体制の強化につ

きましては、第三者委員会の調査結果を踏まえて、可及的速やかに体制を整えて参ります。当社グループは、今回の

一連の問題の再発防止を当社グループ全体の最重要課題の一つとして位置付けて、信頼回復のため全力を挙げて取り

組んで参ります。

 

（5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は０百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（6）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模修繕、除却、売却等について、当第２

四半期連結累計期間に重要な変更があったものは次のとおりであります。

 

①　開設完了

　新規に開設されたものは地域包括ケア事業で４件であり、投資金額総額は52百万円であります。

②　新設計画の追加

　該当事項はありません。

③　新設計画の中止

　該当事項はありません。

④　大規模修繕、除却、売却等

　該当事項はありません。

 

　なお、これらの投資予定金額には、固定資産の購入と保証金及び建設協力金を含んでおり、消費税等は含まれてお

りません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,920,000

計 57,920,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成27年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,080,000 20,080,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 20,080,000 20,080,000 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 20,080,000 － 3,925 － 4,167
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（6）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有
株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

有限会社東畦商事 岡山市南区東畦110番地45 5,800,000 28.88

ＣＭＢＬ　Ｓ．Ａ．　ＲＥ　ＭＵＴＵＡＬ　ＦＵＮ

ＤＳ

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET

LONDON EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16－13）

815,300 4.06

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 703,500 3.50

ＴＡＩＹＯ　ＨＡＮＥＩ　ＦＵＮＤ，Ｌ．Ｐ．

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社）

CLIFTON HOUSE, 75 FORT STREET, PO

BOX 1350 GRAND CAYMAN KY1-1108,

CAYMAN ISLANDS

(東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

627,000 3.12

橋本　敬江 岡山市南区 600,000 2.98

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　Ｔ

ＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ

（常任代理人　香港上海銀行東京支店カストディ業

務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

599,700 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口9）
東京都中央区晴海１丁目8－11 591,200 2.94

橋本　俊明 岡山市南区 564,800 2.81

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　

385632

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

432,700 2.15

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　ＭＥ

ＬＬＯＮ　ＳＡ／ＮＶ　10

(常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000

BRUSSELS, BELGIUM

（東京都千代田区丸の内２丁目７－

１　決済事業部）

391,300 1.94

計 － 11,125,500 55.40

（注）１．平成27年10月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ウエリントン・マネージメント・

カンパニー・エルエルピー及びその共同保有者であるウエリントン・マネージメント・ジャパン・ピーティー

イー・リミテッドが平成27年９月30日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当

社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

ウエリントン・マネージメン

ト・カンパニー・エルエルピー

アメリカ合衆国、02210　マサチューセッツ

州ボストン、コングレス・ストリート280
849,180 4.23

    

ウエリントン・マネージメン

ト・ジャパン・ピーティー

イー・リミテッド

東京都千代田区丸の内1丁目1番1号パレスビ

ル７階

 

390,500 1.94

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

四半期報告書

 9/24



（注）２．平成27年９月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、シュローダー・インベストメン

ト・マネジメント株式会社が平成27年９月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当

社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　大量保有者　　　シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社

　住所　　　　　　東京都千代田区丸の内　１－８－３

　保有株券等の数　株式　1,564,500

　株券等保有割合　7.79％

 

 

（注）３．平成27年９月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、フィデリティ投信株式会社が平成

27年９月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末

現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大

量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　大量保有者　　　エフエムアール エルエルシー

　住所　　　　　　米国 02210 マサチューセッツ州ボストン、サマー・ストリート245

　保有株券等の数　株式　1,390,100

　株券等保有割合　6.92％
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（7）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,077,300 200,773

１（１）②発行済株式の

「内容」欄に記載のとお

りであります。

単元未満株式 普通株式     2,700 ― ―

発行済株式総数         20,080,000 ― ―

総株主の議決権 ― 200,773 ―

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社メッセージ(E05398)

四半期報告書

11/24



第４【経理の状況】

 １．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,649 14,415

受取手形及び営業未収入金 11,092 11,282

原材料及び貯蔵品 37 32

前払費用 1,247 1,261

その他 523 511

貸倒引当金 △14 △14

流動資産合計 26,536 27,488

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,267 10,969

車両運搬具（純額） 5 0

工具、器具及び備品（純額） 143 129

土地 1,956 1,956

リース資産（純額） 6,658 6,505

有形固定資産合計 20,032 19,562

無形固定資産   

のれん 4,461 4,315

その他 722 695

無形固定資産合計 5,184 5,010

投資その他の資産   

差入保証金 5,310 5,210

その他 2,067 2,063

貸倒引当金 △31 △34

投資その他の資産合計 7,347 7,239

固定資産合計 32,564 31,812

繰延資産   

社債発行費 5 4

繰延資産合計 5 4

資産合計 59,106 59,306
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 833 802

1年内償還予定の社債 120 120

短期借入金 897 1,945

未払金 3,535 3,483

未払法人税等 1,530 1,399

賞与引当金 872 710

その他 4,154 4,036

流動負債合計 11,944 12,498

固定負債   

社債 115 54

長期借入金 8,085 6,458

リース債務 7,618 7,500

退職給付に係る負債 559 548

資産除去債務 661 669

その他 521 474

固定負債合計 17,561 15,706

負債合計 29,505 28,204

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,925 3,925

資本剰余金 4,167 4,167

利益剰余金 20,683 22,091

自己株式 △0 △0

株主資本合計 28,775 30,184

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 △33 △30

その他の包括利益累計額合計 △33 △30

非支配株主持分 858 947

純資産合計 29,600 31,101

負債純資産合計 59,106 59,306
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業収入 39,281 40,210

営業原価 29,940 30,330

営業総利益 9,341 9,880

販売費及び一般管理費 ※ 5,816 ※ 5,571

営業利益 3,524 4,308

営業外収益   

受取利息 29 28

助成金収入 19 12

その他 70 15

営業外収益合計 119 56

営業外費用   

支払利息 274 255

その他 14 1

営業外費用合計 289 257

経常利益 3,355 4,107

特別利益   

補助金収入 5 －

事業分離における移転利益 50 21

特別利益合計 55 21

特別損失   

固定資産圧縮損 5 －

特別損失合計 5 －

税金等調整前四半期純利益 3,405 4,129

法人税、住民税及び事業税 1,381 1,327

法人税等合計 1,381 1,327

四半期純利益 2,023 2,802

非支配株主に帰属する四半期純利益 117 88

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,906 2,713
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 2,023 2,802

その他の包括利益   

繰延ヘッジ損益 0 －

退職給付に係る調整額 △1 3

その他の包括利益合計 △1 3

四半期包括利益 2,021 2,805

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,906 2,716

非支配株主に係る四半期包括利益 115 88
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,405 4,129

減価償却費 818 772

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 3

賞与引当金の増減額（△は減少） 161 △162

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △18 △58

受取利息及び受取配当金 △29 △28

支払利息 274 255

補助金収入 △5 －

事業分離における移転利益（△は益） △50 △21

固定資産圧縮損 5 －

売上債権の増減額（△は増加） △475 △193

前払費用の増減額（△は増加） △94 △9

その他の流動資産の増減額（△は増加） 133 4

仕入債務の増減額（△は減少） 10 △30

未払金の増減額（△は減少） 3 △51

未払消費税等の増減額（△は減少） 131 △193

その他の流動負債の増減額（△は減少） 538 165

預り保証金の増減額（△は減少） △41 △24

その他 162 188

小計 4,925 4,746

利息及び配当金の受取額 22 20

利息の支払額 △283 △260

法人税等の支払額 △1,994 △1,462

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,668 3,044

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △139 △171

無形固定資産の取得による支出 △64 △38

差入保証金の差入による支出 △78 △25

差入保証金の回収による収入 17 2

投資有価証券の売却による収入 48 －

事業分離による収入 719 23

その他 △5 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー 496 △212

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △1,300 △200

長期借入金の返済による支出 △626 △379

社債の償還による支出 △60 △60

リース債務の返済による支出 △127 △132

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △1,063 △1,304

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,178 △2,076

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13 755

現金及び現金同等物の期首残高 10,862 13,451

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,849 ※ 14,206
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第１四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社ジャパンケアサービスが、同じく連結子会社で

あった株式会社ジャパンケアドリームを、平成27年４月１日に吸収合併しました。

　その結果、連結子会社が１社減少し、連結子会社は10社となっております。

 

（会計方針の変更）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

給与手当 2,397百万円 2,802百万円

賞与引当金繰入額 379 48

退職給付費用 63 74

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 11,045百万円 14,415百万円

拘束性預金 △196 △209

現金及び現金同等物 10,849 14,206
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,064 53  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,305 65  平成27年３月31日  平成27年６月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
 

アミーユ

事業

地域包括ケア

事業
給食事業 計

営業収入         

外部顧客への

売上高
18,353 18,901 1,397 38,652 628 39,281 － 39,281

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 1,761 1,761 709 2,470 △2,470 －

計 18,353 18,901 3,158 40,413 1,337 41,751 △2,470 39,281

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

2,619 △85 762 3,295 218 3,513 10 3,524

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護用品販売事業及びＦ

Ｃ事業等を含んでおります。

　　　２．「セグメント利益又はセグメント損失（△）」の調整額10百万円は、セグメント間取引消去10百万円

が含まれております。

３．「セグメント利益又はセグメント損失（△）」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
 

アミーユ

事業

地域包括ケア

事業
給食事業 計

営業収入         

外部顧客への

売上高
18,034 19,938 1,637 39,610 600 40,210 － 40,210

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 1,816 1,816 704 2,520 △2,520 －

計 18,034 19,938 3,453 41,426 1,304 42,731 △2,520 40,210

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

1,828 1,436 783 4,048 249 4,298 10 4,308

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護用品販売事業及びＦ

Ｃ事業等を含んでおります。

　　　２．「セグメント利益又はセグメント損失（△）」の調整額10百万円は、セグメント間取引消去10百万円

が含まれております。

３．「セグメント利益又はセグメント損失（△）」は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 94円93銭 135円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,906 2,713

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,906 2,713

普通株式の期中平均株式数（株） 20,079,939 20,079,926

 (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月９日

株式会社メッセージ
 

   取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 川合　弘泰　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千原　徹也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　岳大　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メッ

セージの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から

平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メッセージ及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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